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Ⅰ 県立病院を取り巻く現状とこれまでの取り組み

１ 県立病院を取り巻く状況

( ) 本県病院事業は、総合病院としての中央病院と精神単科である湖陵病院の２施設を運1
営している。

両病院は、県民の健康保持に必要な医療を確保し、住民の福祉を増進するために設置

され、これまで医療環境の変化に対応して順次整備を行い、県民医療の確保と向上に大

きな役割を担ってきた。

( ) しかしながら、疾病構造の変化に加え医療ニーズの多様化、医療技術の高度・専門化2
や少子・高齢化の急速な進展、国民医療費の増大、民間医療機関の充実など、県立病院

を取り巻く環境が大きく変化してきている。

特に、長引く経済不況に加え、介護保険制度の導入や医療制度全体の抜本的改革が進

められるなか、平成１４年４月には制度創設以来初の診療報酬本体のマイナス改定が実

施されるなど、病院経営を取り巻く環境は非常に厳しくなっている。

( ) 昨今、自治体立病院を含む公的病院のあり方について、各方面で厳しい議論が交わさ3
れているが、全国における都道府県立病院の改革論議の結果を見ても、経営の効率化は

もとより、施設の統合・廃止・民間移譲までも提言されるケースが出てきている。

( ) こうした変化に対応していくためには、地域における県立病院の役割や機能を常に見4
直し、大学病院、国公立病院、民間医療機関など他の医療機関との役割分担や連携を図

りつつ、あらゆる視点から一層効率的な病院経営を行っていく必要がある。

２ 県立病院の現状とこれまでの取り組み

( ) 中央病院1
中央病院は、２１世紀を担う県の基幹的病院として、平成１１年８月に新築移転し、

新病院開院後、２５億円近く（２６％強）の診療報酬収入の増を図るなど、急性期型病

院としての経営努力を続けてきた。

しかしながら、国の総医療費抑制策が続く中、新病院建設の償還費負担が本格化する

上、職員の年齢構成を要因とする退職金負担の増大等により、平成１８年度末には運転

資金（内部留保資金）の枯渇が危惧される危機的経営状況となっている。

( ) 湖陵病院2
湖陵病院は、昭和４４年の開院後、３０年余が経過し、施設の狭隘化・老朽化に加え

度重なる増改築により施設配置の非効率化が目立つなど、新たな医療需要に対応するこ

とが難しくなってきた。

このため、現在、２１世紀における県の精神医療の拠点施設として新築移転計画を進

めている。

一方で、経営状況は、職員年齢構成を要因とする通常の給与費の増大に加え、多額の

退職金負担が予測されるなど、厳しい状況が続くものと予測される。
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( ) 上記のような厳しい経営環境の中、各病院においては、それぞれ経営健全化委員会を3
設け経営改善に努めるとともに、平成１３年６月には、健康福祉部内に『県立病院あり

方検討会』を設置し、経営の健全化に向け努力を重ねているところである。

３ 経営健全化計画策定の必要性

( ) 病院の運営は、本来一般企業のように利潤の追求を第一義の目的とするものではない1
が、県民に対し恒常的に良質な医療を提供していくためには、抜本的な経営の見直しを

行い、将来にわたって安定的な経営基盤を確立する必要がある。

( ) 基本的には収益をもって費用に充てる地方公営企業として、診療報酬等の医業収入の2
一層の確保と医業費用の削減に努めるとともに、一般会計負担金の精査を行い適正なル

ールを確立することにより、その両面から経営基盤の確立を図ることが急務となってい

る。

( ) このため、当面の運転資金の確保を図る『第１次経営健全化計画』を策定する。3

( ) 同時に、県立病院の役割・機能の見直しを含めた抜本的な改革を目指す 『第２次経4 、

営健全化計画』の策定に着手する。

Ⅱ 第１次経営健全化計画の目標

当面の運転資金（内部留保資金）の枯渇を回避し、安定的な医療提供体制の確保を図る。

Ⅲ 計画期間

平成１５年度～１８年度

Ⅳ 経営健全化に向けた取り組みの方向

１ 県立病院が担うべき役割・機能

( ) 基本的な役割・機能1
① 県立病院は、高度・特殊・専門医療等の政策的医療を積極的に担うものとする。

② 一般医療については、保健医療計画や医療ニーズ、他の医療機関の状況等を総合的

に勘案し、県民から支持される医療を提供する。

、 。③ 代診医派遣・遠隔画像診断の実施など 地域医療・へき地医療を積極的に支援する

④ 医療従事者の研修・研究機能を充実し、多様な研修機会や各種の情報を提供する。
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( ) 医療機能の見直し2
① 中央病院

周産期総合母子医療センターの設置については、国の整備方針に基づき、早期に結

論を出したい。

救命救急体制の強化など、その他の医療機能の見直しについては 『第２次経営健、

全化計画』の策定作業の中で、引き続き検討を進める。

② 湖陵病院

平成１３年度にとりまとめられた島根県精神保健福祉審議会（県立湖陵病院整備検

討小委員会）報告書を基に、現在、新病院整備を進める中で検討を行っている。

③ 医療行政との連携強化

県立病院として、医療行政をサポートし推進する立場から、また臨床現場の意見を

医療行政に反映させる観点から、県の医療行政部局と県立病院との連携を一層強化す

る。

２ 県立病院における医療サービスの向上

従来にも増して良質な医療の提供に努めることはもとより、県民に信頼される『安心・

安全な県立病院』を実現するため、患者の立場・選択を尊重した医療の提供、医療事故の

防止、患者サービスの向上等を図る。

( ) より良質な医療の提供1
① 急性期医療の充実

急性期医療の充実を進めるに当たっては 『保健医療計画』等により医療機関の役、

割分担・機能分化の必要性を説明していくとともに、各病院において、地域における

県立病院の役割・機能を患者・家族に十分説明し、理解と協力を得るよう努めていく

必要がある。

、 、 （ ） 、※ 例えば 入院に際して 入院治療計画 退院予定時期を含めて を十分に説明するとともに

病院の役割・機能を患者・家族に説明し、退院後についても一緒に考えていく必要がある。

ア 中央病院

急性期医療を充実するため、紹介制を基本として入院中心の診療体制の確立、複

数の診療科や医師がチームを組み患者の診療に当たる総合診療体制の確立、 クリ※１

ニカルパスや ＥＢＭのさらなる充実に取り組む。※２

※１ 疾患ごとに標準的な治療スケジュールや治療目標を定める治療の『工程表』

※２ 根拠に基づく医療

イ 湖陵病院

急性期にある患者を積極的に受け入れ、短期集中的な治療を実施し、早期社会復

帰を図る。

② 高度医療等に対応し得る人材の確保と資質向上への取り組み

高度・特殊・専門医療に対応し得る医師や医療従事者の確保を図るため、職員（専

攻医を含む ）の公募制の導入や医療内容の評価制度の確立等に取り組む。。

また、職員の資質向上を図るため、職員に対し多種・多様な研修機会の提供に努め
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るとともに、組織の活性化を図るため、両病院間の人事交流はもとより、外部の先進

（両病院）医療機関等への研修派遣等にも積極的に取り組む。

③ 病院機能評価の推進

より良質な医療を効率的に提供し、県民に信頼される『安心・安全な県立病院』を

実現するため、財団法人医療機能評価機構による機能評価を計画的に受審する。

また、病院自ら、定期的に医療内容の評価を実施し、その結果に基づき病院機能の

充実・向上に努める。

( ) 患者サービスの向上2
① 患者サービスの向上

質の高い医療の提供のみならず、入院待機日数の縮減、待ち時間の短縮、療養環境

の向上、及び身体的・精神的な苦痛を抱えている患者の心理に十分に配慮した接遇や

コミュニケーション、苦情に対する適切な対応など、病院の「主役」である患者の立

場に立ったサービスの提供に努める。

② 患者の立場、選択の尊重

患者の立場や選択を尊重した医療の提供、患者と医療従事者との信頼関係の確立、

情報の共有化による医療の質の向上を推進する観点から、引き続き、インフォームド

コンセントの充実、診療記録の開示、診療情報の提供等に努める。

③ 診療情報の積極的な提供

インターネットを活用した診療情報の提供を積極的に行い、患者の医療機関選択の

一助とする。

( ) 安心・安全な県立病院の実現3
県立病院では、医療事故の防止を図るため、医療事故防止・対策委員会のもと、研修

会の開催やマニュアルの作成に取り組んできた。また、医療事故に関する自主的公表基

準を策定したところである。

今後共、マニュアルや基準の遵守に努めるとともに、一層の活性化を図る。

３ 地域の医療機関との連携強化

、 、県下の医療機関や医師会との連携を一層強化し 対応の困難な患者を積極的に受け入れ

高度・特殊・専門医療を提供するとともに、高度医療機器の共同利用の推進、地域の医療

従事者に対する教育・研究機会の提供に努める。

また、地域における診療情報の共有化を図るため 「医療ネットしまね」による医療情、

報ネットワークの構築を推進する。

なお、開放病床の設置による地域医療支援病院の指定については、今後の入院患者数の

推移や地域の需要に応じて検討を進めるものとする。

４ 自律した運営体制の確立

地方公営企業法の経営原則である経済性と公共性に沿った運営体制の確立に努める。
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( ) 各病院の自主性や自律性を一層高めるため、県本庁と各病院の役割分担を再点検し、1
可能な限り病院への権限委譲に努める。

( ) さらに、経営責任の一層の明確化を図るため、地方公営企業法の規定の全部適用や地2
方独立行政法人制度の導入について 『第２次経営健全化計画』の策定作業の中で、引、

き続き検討を深めることとする。

５ 経営基盤の強化

Ⅰで述べたとおり、県立病院の経営状況は非常に厳しく、現状のままでは早晩運転資金

の枯渇は免れない。

早急に経営健全化対策について実行に移し、当面の運営資金の確保を図る。

( ) 職員の経営参画意識の醸成1
県立病院の経営の健全化による良質な医療の提供を推進するため、職員に対し経営計

画や経営情報等の周知を図るとともに、具体的な経営目標等の設定に職員が参画するこ

とにより、一人ひとりが経営の健全化に対し正しい認識を持ち、経営の健全化に主体的

に取り組んでいくことができるよう努める。

【具体例】

（両1) 「中・長期運営目標 「短期事業計画」の策定と公表（職員への周知」 ）

病院）

（両病院）2) 経営状況の公表（職員への周知）

) 診療科別・部門別ヒアリングの実施による、診療単価・平均在院日数・病3
（両病院）床利用率等の目標設定

( ) 増収対策2
① 急性期型病院の追求

【具体例】

（両病院）1) 診療科別・部門別原価計算の推進

) 診療科別・部門別ヒアリングの実施による、診療単価・平均在院日数・病2
床利用率等の目標設定 （再掲）（両病院）

（両病院）3) 社会保険診療報酬対象外料金の見直し（受益者負担の原則）

（中央病院）4) （高度）医療機器の稼働率の向上

（湖陵病院）5) 精神科急性期治療病棟入院料施設基準の取得

② 医療連携の推進

【具体例】

（両病院）1) 地域連絡協議会（仮称：地域医師会、関係機関等）の開催

（中央病院）2) 医療ネットしまねの活用

（両病院）3) （地域）症例検討会の積極的開催
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( ) 費用節減対策3
① 業務委託の推進

民間活力（ノウハウ）の活用により病院経営を効率化する観点から、現在直営で行

っている業務のうち、医療内容、患者サービスを維持しつつ、民間でより効果的、効

率的に行うことが可能な業務については、業務委託を推進する。

また、委託済みの業務についても、仕様内容・契約方法等について再精査する。

【具体例】

（両病院）1) 委託により効率化が図れる業務の委託を計画的に推進

（両病院）2) 現行業務仕様内容の再精査

（両病院）3) 契約方法の見直し（複数年化・類似関連業務一括化）

② 県立病院間の機能連携（医療資源の有効活用）

医療資源を一層有効に活用する観点から、診療報酬制度への的確な対応や県立病院

間の事務の連携を強化し、現在各病院で行っている契約等についても一括契約等の見

直しを行う。

【具体例】

（両病院）1) 県立病院業務の一括発注の検討

（両病院）2) 薬剤・診療材料等の絞り込み

（両病院）3) 後発医薬品の積極的な導入

（両病院）4) 医療機器等の購入と維持管理を併せた発注方式の導入

（湖陵病院）5) 中央病院情報システムの新湖陵病院への導入

③ 給与費の適正化

ア 適正な人員配置

常に業務内容や執行体制を検証し、適正な人員配置に努める。

なお、新行政システム推進計画に準じた人員配置の見直しについては、業務執行

体制においてあり方を検討し、実施可能なものから早期に取り組む。

【具体例】

（中央病院）1) 医療機能に着目した職員の適正配置

（湖陵病院）2) 新病院に向けた計画的職員配置の推進

イ 特殊勤務手当の見直し

他自治体病院や民間医療機関の動向にも注意をしながら、見直しを検討する。

【具体例】

（両病院）1) 業務の特殊性が給料で考慮されているもの

（両病院）2) 他の都道府県で手当の支給対象となっていないもの
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ウ 退職手当負担の後年度平準化

今後数年間に渡り、職員年齢構成から退職手当負担の増高が予想され、運転資金

の維持に多大な影響を及ぼすものと予測される。

このため、一時的に集中する退職手当負担を、一般会計からの借入金により後年

度に平準化する。

【具体例】

（中央病院）1) 単年度５億円を超える退職手当について一般会計から借入

エ その他

医療の質の向上、経営の健全化には組織の活性化・職員の意欲向上が欠かせない

ものであり、業務実績や改善努力に応じた評価、報奨の実施等ができるシステムを

導入する。

【具体例】

（両病院）1) 医師の勤務評定の導入検討

（両病院）2) 研修・研究システムの充実

( ) 政策的医療に対する一般会計負担のあり方4
高度専門・特殊医療及びその他の政策医療の提供に伴う不採算部分は適切な公費負担

で賄い、一般医療の提供に要する経費については医業収益で賄うことが原則である。

両病院の機能・役割に応じ、現在の繰入基準について再精査する。

【具体例】

) 救命救急センター、精神科部門、リハ部門、ヘリポートに係る減価償却費1
（中央病院）及び企業債利息１／３相当の新たな算入

（中央病院）2) 不採算部門人件費に対する退職手当相当の算入

６ 県民にわかりやすい運営状況の公表

県立病院の業務状況については、地方公営企業法の規定に基づき、事業や予算の概要、

また、決算の状況を年２回県報において公表している。

今後は、病院事業の透明性を図るとともに、常に県民の理解と協力の下に医療サービス

の向上、経営効率化等を図るため、できる限り県民の理解が得られ易いような工夫を講じ

つつ、経営目標や経営状況などについて積極的に公表を行う。

【具体例】

) 「中・長期運営目標 「短期事業計画」の策定と公表 （再掲）1 」 （両病院）

) 経営状況の公表 （再掲）2 （両病院）
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Ⅴ 各病院の経営健全化の目標

１ 中央病院

( ) 基本方向1
① 健全経営を前提に、救急医療・高度特殊医療等の提供に努める。

② へき地医療支援、医療従事者の研修教育等、県の医療行政の推進に積極的に貢献す

る。

、 『 』 。③ 患者本位の医療を提供し 県民に信頼される 安心・安全な県立病院 を実現する

( ) 第１次経営健全化計画の目標2
【主要な経営指標】

（ ） （ ）区 分 基準年度 平成１４年度 目標年度 平成１８年度

病床利用率 ９０．３％ ９０．０％

平均在院日数(一般病床) １６．５日 １５．５日

１日平均診療単価

入 院 ４０，６９８円 ４１，０００円

外 来 １０，５６８円 １１，０００円

紹 介 率 ３６．０％ ４０．０％

病院運転資金

年度末内部留保資金残高 １，９００百万円 １，４００百万円

※ 主要な経営指標の設定条件

１ 基準年度を平成１４年度におき、平成１４年度の数値は決算数値を採用

２ 診療報酬制度等については、基準年度のままと想定

３ 年度末内部留保資金残高については、年間の資金需要を考慮し、運転資金の一時的な

借入を回避できる額を目標とした。

運転資金の確保（イメージ図）

第１次健全化計画効果内部留保資金残高

第２次健全化計画効果
億円19

億円14

現状のまま

0
年度末 年度末H14 H18

一時借入金の発生→
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２ 湖陵病院

( ) 基本方向1
① 平成１９年度の新病院開院に向け、スムーズな移行体制を整える。

② 健全経営を前提に、精神科救急医療・高度専門医療等の提供に努める。

③ へき地医療支援、医療従事者の研修教育等、県の精神医療行政の推進に積極的に貢

献する。

、 『 』 。④ 患者本位の医療を提供し 県民に信頼される 安心・安全な県立病院 を実現する

( ) 第１次経営健全化計画の目標2
【主要な経営指標】

（ ） （ ）区 分 基準年度 平成１４年度 目標年度 平成１８年度

病床利用率 ９０．６％ （７４．０％）

平均在院日数 ３０６日 （２５０日）

１日平均診療単価

入 院 １３，１５５円 （１３，３００円）

外 来 ９，０４７円 （９，０４７円）

紹 介 率 １８．１％ （２０．０％）

病院運転資金

年度末内部留保資金残高 ３６４百万円 （２００百万円）

※ 主要な経営指標の設定条件

１ 基準年度を平成１４年度におき、平成１４年度の数値は決算数値を採用

２ 診療報酬制度等については、基準年度のままと想定

３ 平成１９年度開院予定の新病院（病床数２４２床、現行３０９床）への移行期間中で

あり、目標数値は現時点での暫定数値

４ 年度末内部留保資金残高については、年間の資金需要を考慮し、運転資金の一時的な

借入を回避できる額を目標とした。

※ 病床利用率の目標

７４．０％ ＝ （ ２４２床 × ９５．０％ ） ÷ ３０９床

（新病院病床数)×(新病院病床利用率目標） （現病院病床数）
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Ⅵ 今後の予定

１ 『経営健全化推進プラン』の策定

、 、 『 』今後 各病院において 本計画のアクションプランに該当する 経営健全化推進プラン

を速やかに策定し、順次実施していくものとする。

２ 健全化計画の推進体制

( ) 本庁1
病院事業については健康福祉部の所管であり、医療行政を推進する上でも県立病院の

健全経営は極めて重要であることから、その健全化施策については健康福祉部を挙げて

取り組む必要がある。

健康福祉部長をトップとした経営健全化推進会議により、計画の進行管理及び県とし

てのバックアップを行う。

( ) 各病院2
院長をトップとした経営健全化委員会のもと、計画の着実な実施を図る。

( ) 外部専門家等の意見聴取3
必要に応じて外部の意見を聴取する懇話会等の開催並びに経営アドバイザーの活用を

行う。

( ) 健全化計画の公表4
健全化計画の公表はもとより、各年度の実績を公表する。

Ⅶ 『第２次経営健全化計画』の策定着手

( ) 『第１次経営健全化計画』は、直面する運転資金の枯渇回避を主な目的に策定したと1
ころであるが、病院経営を取り巻く環境は、ますます厳しくなるものと予想される。

( ) 一般会計も極めて厳しい財政状況の中で、今後とも県立病院が良質な医療を安定して2
県民に提供していくためには、様々な角度から見直しを行い、将来にわたった経営基盤

の確立が必要と考えられる。

このため 『第１次経営健全化計画』の実施と平行し、単年度資金収支の均衡を目標、

とした『第２次経営健全化計画』の策定に速やかに着手するものとする。


